
基準価額の変動要因
●ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落
により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

●信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。
●投資信託は預貯金とは異なります。

株価変動リスク
株価は、発行者の業績、経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化や国
内外の経済情勢等により変動します。株価が下落した場合は、基準価額の下落要因となり
ます。

金利変動リスク

債券、バンクローン等の価格は、一般的に金利低下（上昇）した場合は値上がり（値下がり）
します。なお、債券、バンクローン等が変動金利である場合、こうした金利変動による価格
の変動は固定金利の場合と比べて小さくなる傾向があります。また、発行者・債務者等の
財務状況の変化等およびそれらに関する外部評価の変化や国内外の経済情勢等により変
動します。加えて、物価連動債券の価格は、物価変動および将来の物価変動に対する市場
予想の変化によっても変動します。債券、バンクローン等の価格が下落した場合は、基準価
額の下落要因となります。

リートの価格
変 動 リ ス ク

リートの価格は、不動産市況（不動産稼働率、賃貸料、不動産価格等）、金利変動、社会情勢
の変化、関係法令・各種規制等の変更、災害等の要因により変動します。また、リートおよび
リートの運用会社の業績、財務状況の変化等により価格が変動し、基準価額の変動要因と
なります。

商品（コモディティ）
の価格変動リスク

商品の価格は、需給関係や為替、金利変動等の様々な要因により大きく変動します。需給
関係は、天候、作況、生産国（産出国）の政治、経済、社会情勢の変化等の影響を大きく受け
ます。商品価格が下落した場合は、基準価額の下落要因となります。

金上場投信の
価格変動リスク

金上場投信は、連動目標とする金地金価格の変動の影響を受けます。金市場は、金の需給
関係、為替・金利の変動、政府の規制・介入、投機家の参入など様々な要因により変動しま
す。金地金の価格が下落した場合、金上場投信の価格は下がり、基準価額の下落要因とな
ります。

為替変動リスク

為替相場は、各国の経済状況、政治情勢等の様々な要因により変動します。投資先の通貨
に対して円高となった場合には、基準価額の下落要因となります。なお、投資対象ファンド
において、外貨建資産について、為替予約を活用し、為替変動リスクの低減をはかる場合
がありますが、完全にヘッジすることはできませんので、外貨の為替変動の影響を受ける
場合があります。また、為替ヘッジをおこなう通貨の短期金利と円短期金利を比較して、円
短期金利の方が低い場合には、当該通貨と円の金利差相当分のコストがかかりますが、さ
らに需給要因等によっては金利差相当分を上回るコストがかかる場合があることにご留意
ください。

信 用 リ ス ク

有価証券等の発行体等が財政難、経営不振、その他の理由により、利払い、償還金、借入金
等をあらかじめ決められた条件で支払うことができなくなった場合、またはそれが予想さ
れる場合には、有価証券等の価格は下落し、基準価額の下落要因となる可能性があります。
相対的に格付が低い発行体等の有価証券等に投資する際には、信用度に関するマーケッ
トの考え方の変化の影響をより大きく受ける可能性があり、利払い、償還金、借入金等をあ
らかじめ決められた条件で支払うことができなくなるリスクがより高いものになると想定
されます。

投資リスク



流動性リスク
時価総額が小さい、取引量が少ない等流動性が低い市場、あるいは取引規制等の理由か
ら流動性が低下している市場で有価証券等を売買する場合、市場の実勢と大きく乖離した
水準で取引されることがあり、その結果、基準価額の下落要因となる可能性があります。

カントリーリスク
投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更
等の事態が生じた場合、またはそれが予想される場合には、方針に沿った運用が困難にな
り、基準価額の下落要因となる可能性があります。また、新興国への投資は先進国に比べ、
上記のリスクが高まる可能性があります。

資 産 等 の 選 定・
配分にかかるリスク

ファンドは中長期的に安定的な収益を獲得することをめざして、市場環境等の変化に応じ
た運用をおこなうため、運用者の判断で投資対象とする資産やファンドを追加・除外したり、
それらへの投資比率を変更します。この投資行動が、ファンドの収益の源泉となる場合も
ありますが、損失が発生する要因となる場合があります。
また、投資対象とする資産やファンドの追加にともない、新たな投資リスクが生じる可能性
があります。

ヘッジファンド
の運用手法に
かかるリスク

投資対象ファンドにおいては、直接もしくは実質的に現物有価証券、デリバティブや為替予
約取引等の買建てや売建てによりポートフォリオを組成することがあり、買建てている対
象が下落した場合もしくは売建てている対象が上昇した場合に損失が発生し、ファンドの
基準価額が影響を受け、投資元本を割り込むことがあります。また、投資対象ファンドの純
資産総額を上回る買建て、売建てをおこなう場合があるため、投資対象ファンドの基準価
額は現物有価証券に投資する場合と比べ大きく変動することがあり、投資元本を割り込む
ことがあります。
ヘッジファンドのパフォーマンスは、通常、運用者の運用能力に大きく依存することになる
ため、市場の動向にかかわらず、損失が発生する可能性があります。

仕組み債券に
かかるリスク

投資対象ファンドにおいては、特定の対象（指数やファンド等）の値動きにおおむね連動す
る投資成果をめざす仕組み債券を活用する場合がありますが、投資対象ファンドが、特定
の対象と連動することを保証するものではありません。
また、仕組み債券の価格は取引にかかわる関係法人の財務状況等およびそれらに関する
外部評価等、市場や経済環境の悪化や混乱、またおおむね連動をめざすファンドの流動性
の制約等により変動し、あるいは債券取引が一部不可能となる等、おおむね連動をめざす
対象と大きく乖離することがあります。加えて、通常、仕組み債券の取引にかかわるブロー
カーは限定的であり（１社の場合もあります）、取引にあたっては高いコストがかかる場合
があります。
なお、仕組み債券の発行体は少数であることが多いため、信用リスクが顕在化した場合に
は、投資対象ファンドは多数の発行体に分散投資をおこなう投資信託と比較して、大きな
影響を被る可能性があります。また、発行体の財務状況や信用力の他、市場や経済環境の
変動等により、仕組み債券が発行されない場合には、投資対象ファンドが償還となる可能
性があります。

ブローカーの
信 用 リ ス ク

投資対象ファンドにおいては、直接もしくは実質的にデリバティブや為替予約取引等をお
こなう場合があります。ブローカーの債務不履行等によって、ブローカーで保管されてい
る証拠金の一部または相当の額が失われる可能性や契約が履行されない可能性があり、
ファンドが大きな影響を被る可能性があります。

有価証券の貸付等に
か か る リ ス ク

投資対象ファンドにおいて有価証券の貸付の指図をおこなった場合、取引相手先の倒産な
どにより決済が不履行となるリスクがあり、基準価額の下落要因となる可能性があります。

ESGの投資リスク

一部の投資対象ファンドにおいては、ESGを投資対象選定の主要な要素としており、ESG
評価が相対的に高い企業の発行する有価証券を選別して組み入れます。
ESG評価と短期的な有価証券の値動きには必ずしも関連性があるわけではありません。
また、ESG評価がファンドの収益源となる場合もありますが、損失が発生する要因となる場
合もあります。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。



その他の留意点

● 分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われる
と、その金額相当分、基準価額は下がります。
分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超え
て支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落すること
になります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではあり
ません。
投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻し
に相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小
さかった場合も同様です。

●ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用は
ありません。

●ファンドは、大量の換金申込みが発生し短期間で換金代金を手当てする必要が生じた場合や組入資産
の主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場
実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止・取消とな
る可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

リスクの管理体制

委託会社におけるリスク管理体制

● 運用部門から独立したコンプライアンス部が、運用に関するリスク管理（流動性リスク管理を含む）と
法令等遵守状況のモニタリングを担当し、定期的に代表取締役社長（流動性リスクに関しては取締役
会）に報告します。

投資リスク




